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３級ＦＰ技能検定精選問題集 2020年度改正箇所等一覧 

（2019年版 IMS91版対応） 

当改正資料は、2020年４月 1日法令基準における標記問題集の改正箇所等です。ご確認のうえご活

用ください。 

ＦＰＫ研修センター 

学科編・改正箇所 

ページ 問題番号 改定内容等 

p.10 👉 日本政策金融公庫の教育一般貸付（国の教育ローン） 

融資限度額の見直し（令和 2年 4月改定） 

・学生・生徒一人につき、自宅通学の場合は 350万円以内、自宅外通学（3 ヵ

月以上の海外留学を含む）や大学院の場合は 450万円以内 

p.11 解説 2  （下線部分を訂正） 

… 

の融資限度額は、進学・在学する学生・生徒 1 人につき 350 万円（自宅外

通学や大学院、3ヵ月以上の海外留学の場合は 450万円）以内です。 

p.84 👉 取引所の取引の原則（下線部分を訂正） 

… 

③ 受渡し：普通取引の場合、約定日から起算して３営業日目に受渡しを行う。 

p.84 問題 1 （日付を更新）平成 31年 1月 21日（月）→令和 2年 1月 20日（月） 

（下線部分を訂正） 

1．令和２年１月 20 日（月）に証券取引所を通じて普通取引により国内上場株

式を買い付けた場合の受取日は、（ ）である。 

<資料> 令和２年１月のカレンダー（祝祭日なし） 

月 火 水 木 金 

20日 21日 22日 23日 24日 

 

(1) 1月 21日（火） 

(2) 1月 22日（水） 

(3) 1月 23日（木） 

p.85 解説１ （下線部分を訂正） 

証券取引所で行われた株式の売買の受渡し（決済）は、約定日（売買が成立

した日）から起算して３営業日目に行われるルールです。よって、令和２年

１月 20日（月）に約定した取引の受渡しは、1月 22日（水）に行われます。 

 

 

 



３級ＦＰ技能検定精選問題集 2020年 4月 1日法令基準 改正一覧 

2 
ＦＰＫ研修センター 

学科編・改正箇所 

ページ 問題番号 改定内容等 

p.114 問題 5 （下線部分を訂正） 

所得税において、2020（令和 2）年中の給与等の収入金額が 55万円以下であ

る場合、給与所得の金額は 0（ゼロ）となる。 

p.115 解説 5 （下線部分を訂正） 

給与所得の……求めます。2020（令和 2）年分の給与所得控除額は、給与の収

入金額に応じて算定され、最低控除額 55 万円から最高控除額 195 万円となっ

ています。 

給与収入が 55 万円のときは「55 万円（給与収入）－55 万円（給与所得控除

額）＝0」となります。 

p.130 👉 所得控除・人的控除（2020年）   （下線部分を訂正） 

① 配偶者控除：合計所得金額 1,000 万円以下の…配偶者のうち、年中の合計

所得金額 48 万円（パート収入 103万円）以下の配偶者に適用される。… 

② 配偶者特別控除：合計所得金額 1,000 万円以下の…配偶者のうち、その年

中の合計所得金額 48万円超 133万円以下のときに適用される。… 

③ 控除対象扶養親族：16歳以上で合計所得金額 48 万円以下 

p.130 👉 所得控除・人的控除（2020年） （④⑤を追記） 

④寡婦控除…納税者本人が「子以外の扶養親族がある寡婦」、扶養親族がいない

場合は「夫とは死別、または夫生死不明である寡婦」であり、年中の合計所

得金額が 500万円以下である場合は寡婦控除として 27万円が控除される。 

⑤性別や既婚・未婚の別を問わず、納税者の合計所得金額が 500 万円以下で、

生計を一にする子（総所得金額等が 48万円以下）がある「ひとり親」である

場合は、ひとり親控除として 35万円が控除される。 

p.131 解説 1． （下線部分を訂正） 

2018 年以降……1,000万円を超える場合は、配偶者控除は適用されなくなり

ました。2020年において配偶者控除の適用を受けるには、納税者本人の合計

所得金額が 1,000 万円以下、かつ、配偶者の合計所得金額が 48万円以下でな

くてはなりません。 

解説 2． （下線部分を訂正） 

配偶者特別控除額の…… 

…、配偶者の合計所得金額が 48万円超 133万円以下であることが必要です。 

問題 4 （下線部分を訂正） 

2020年分において、所得税の……配偶者の合計所得金額は（  ）以下でな

ければならない。 

(1)  48万円 

(2)  65万円 

(3) 103万円 
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学科編・改正箇所 

ページ 問題番号 改定内容等 

p.132 問題 4 （下線部分を訂正） 

2020年分において、所得税の……配偶者の合計所得金額は（  ）以下でな

ければならない。 

(1)  48万円 

(2)  65万円 

(3) 103万円 

p.133 解説 4 （3行目以下、下線部分を訂正） 

 …その年分の配偶者の合計所得金が 48 万円以下であること、などの要件を

満たすことが必要です。配偶者の所得が給与（パート収入）だけの場合、年間

の給与（パート）収入が 103 万円以下であれば、合計所得金額は 48万円以下

となります 

p.143 👉 青色申告（下線部分を訂正） 

… 

・青色申告の特典：青色申告特別控除額 65万円または 55 万円、もしくは 10

万円の適用… 

p.144 問題 5 （下線部分を訂正） 

事業所得または（ ① ）を生ずべき……が、正規の簿記の原則に従い取引を

記録した帳簿を備え、貸借対照表、損益計算書を添付して期限内に電子申告（e-

TAX）するなど所定の要件を満たす場合は（ ② ）の青色申告特別控除の適

用を受けることができる。 

p.145 解説 5 青色申告と青色申告特別控除額  （下線部分を訂正） 

不動産所得、事業所得… 

次の要件を満たすと最高 65万円の青色申告特別控除額を控除できます。 

①  … 

② … 

③ 貸借対照表および損益計算書を添付し、法定申告期限内にｅ-Taxによる申

告（電子申告）を行うこと、または電子帳簿保存を行うこと。なお、電子申告

または電子帳簿保存でない場合の青色申告特別控除額は 55万円になります。 

p.156 👉 不動産売買の留意点  （瑕疵担保責任を契約不適合責任へ） 

① 契約不適合責任：売買契約等に基づいて売主が引き渡した目的物が、種類

や品質が契約内容と異なっていたり、数量等が不足していたような場合（目

的物が契約内容に適合していなかった場合）、買主は売主に対して目的物の補

修、代替物や不足分の引渡しなど、完全な履行の請求（追完請求）ができる

ほか、代金の減額請求や損害賠償請求もできる。 

  ただし、買主は不適合の事実を知った時から１年以内に売主に通知する必

要がある。権利を行使できる時から５年、または契約から 10年を経過したと

きは時効となる。 

（注）令和 2 年 4 月 1 日以後の契約から適用。同日前の契約は瑕疵担保責任が

適用される。 
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学科編・改正箇所 

ページ 問題番号 改定内容等 

p.156 

p.157 

 

 

問題 3 

解説 3 

・現行の問題 3・解説 3は、令和 2年 3月 31日以前に締結した契約にかかるも

のとして理解すること。 

・契約日が令和 2 年 4 月 1 日以後である場合は「契約不適合責任」が適用され

る。隠れたる瑕疵である必要はなく、売買契約等の目的物が契約内容に適合

していなかった場合は債務不履行責任が問われる。 

p.158 

p.159 

問題 8 

解説 8 
上記に同じ。 

p.201 👉 遺留分権利者と遺留分 （新設：③を追記） 

③ 遺留分権利者が遺留分を侵害された場合、遺留分を侵害した者に対して、

遺留分侵害額に相当する金銭を請求する権利（遺留分侵害額請求権）が付

与される。  

p.203 👉 配偶者居住権 （新設：令和 2年 4月施行） 

配偶者居住権とは、相続開始時に被相続人所有の居住用建物に生存配偶者が

無償で居住して場合には、生存配偶者がその建物に終身または一定期間、無償

で使用できる権利をいい、相続財産として評価される。 

配偶者居住権は、遺贈、死因贈与、遺産分割協議、審判などにより成立し、

その登記により第三者に対抗することができる。なお、配偶者居住権は譲渡す

ることができず、配偶者の死亡により消滅する。 
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実技編・改正箇所 

ページ 問題番号 改定内容等 

p.283 問 46 （公的年金等控除額の速算表を下記と差替。下線部分を訂正） 

小田悟さん（67歳）の 2020年分の公的年金等の収入金額は 310万円… 
 
＜公的年金等控除額の速算表（公的年金以外の合計所得金額が 1,000 万円以下

の者用／2000年＞ 

(1) 130 万円 

(2) 200 万円 

(3) 205 万円 

 

 

配偶者居住権 （新設：令和 2年 4月施行） 

配偶者居住権とは、相続開始時に被相続人所有の居住用建物に生存配偶者が

無償で居住して場合には、生存配偶者がその建物に終身または一定期間、無償

で使用できる権利をいい、相続財産として評価される。 

配偶者居住権は、遺贈、死因贈与、遺産分割協議、審判などにより成立し、

その登記により第三者に対抗することができる。なお、配偶者居住権は譲渡す

ることができず、配偶者の死亡により消滅する。 

納税者区分 公的年金等の収入金額 公的年金等控除額 

65歳未満 

の者 

130万円未満 60万円 

130万円以上   410万円未満 収入金額×25％＋27.5万円 

410万円以上   770万円未満 収入金額×15％＋68.5万円 

770万円以上 1,000万円未満 収入金額×5％＋145.5万円 

1,000万円以上 195.5万円 

65歳以上 

の者 

330万円未満 110万円 

330万円以上   410万円未満 収入金額×25％＋27.5万円 

410万円以上   770万円未満 収入金額×15％＋68.5万円 

770万円以上 1,000万円未満 収入金額×5％＋145.5万円 

1,000万円以上 195.5万円 

p.287 解説 46 【計算】 

 … 

 公的年金等の雑所得の金額＝公的年金等の収入金額－公的年金等控除額 

＝310万円－110万円＝200万円 

（注）公的年金等以外の合計所得金額が 1,000 万円を超える者、2,000 万円を

超える者については、それぞれの公的年金等控除額が適用されます。 

p.288 問 49 （下線部分を訂正） 

下記の＜資料＞に基づき、大津隆史さんの 2020年分の… 

（ア）隆史さんの給与所得が 700万円で、妻の由美さんの給与所得が 48万円以

下であるため、由美さんは控除対象配偶者に該当する。 

p.289 解説 49 （下線部分を訂正） 

（ア）正しい。夫の隆史さんの合計所得金額は 1,000 万円以下の 700 万円、妻

由美さんの合計所得金額は 20 万円であり、48 万円以下であるため、由

美さんは控除対象配偶者に該当します。 

p.305 解説 60 贈与税の配偶者控除  

参考／贈与税の配偶者控除の主な要件  

  ……･ 

（下記項目を追加） 

 参考／特別受益の持戻し免除の意思表示の推定（2019年 7月 1日施行） 

婚姻期間が 20 年以上である夫婦の一方の配偶者が他方の配偶者に対して

居住用財産（建物・敷地等）を贈与または遺贈したときは、持戻し免除の意

思表示があったものと推定し、当該居住用財産は遺産分割の対象から除外さ

れる。 

  以 上 


